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（１）新設組織の概要 

①新設組織の概要（名称、入学定員（編入学定員）、収容定員、所在地等） 

新設組織 
入学

定員 

編入学 

定員 

収容 

定員 

所在地 

（教育研究を行う

キャンパス） 

新設組織開設後の 

予定 

 

 

 

成蹊大学国際共創学部国際共創

学科[国際日本学専攻／環境サス

テナビリティ学専攻]（新設） 

 

成蹊大学文学部英語英米文学科

（収容定員減） 

 

成蹊大学文学部国際文化学科 

（収容定員減） 

 

成 蹊 大 学 法 学 部 法 律 学 科   

（収容定員減） 

 

成 蹊 大 学 法 学 部 政 治 学 科   

（収容定員減） 
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600 

 

 

 

424 

 

 

420 

 

 

1096 

 

 

624 

東京都武蔵野市吉

祥寺北町 3 丁目 3

番地 1 号 

令和 8 年 4 月 

文学部英語英米文学科にて入学定

員 121 名から 106 名に減員予定

（収容定員は 484 名から 424 名に

減員予定） 

 

文学部国際文化学科にて入学定員

110 名から 105 名に減員予定（収

容定員は 440 名から 420 名に減員

予定） 

 

法学部法律学科にて入学定員 280

名から 274 名に減員予定（収容定

員は 1120 名から 1096 名に減員予

定） 

 

法学部政治学科にて入学定員 160

名から 156 名に減員予定（収容定

員は 640 名から 624 名に減員予

定） 

 

②新設組織の特色 

国際共創学部国際共創学科（国際日本学専攻／環境サステナビリティ学専攻）は、日本・世界各地

の文化や自然・社会環境等の研究、及び現代社会の様々な課題の解決にチャレンジでき、また、日本

と世界をつなぐ人材の養成を通して、地域や世界の社会課題の解決に貢献し、持続可能な社会の構築

に寄与することを設置の理念としている。国際共創学部（以下「本学部」という。）では、「(国際社会

で通用する)英語力」、「情報分析力」、「文化」・「地域」・「地理」・「環境」を中心とした基礎教育や、各

専攻分野に立脚した専門教育、専門の垣根を越えた融合教育の 3つの柱により、異文化理解・共生、自

然環境理解・保全、防災、地域振興など持続可能社会の実現に向け果敢に取り組める人材を養成する。

また、国際共創学科（以下「本学科」という。）（国際日本学専攻／環境サステナビリティ学専攻）で

は、次のような人材養成像を掲げる。 

(ⅰ)社会の変化に対応し、課題解決のために生涯学び続けることができる人材。 

(ⅱ)国際社会で通用する英語力、情報分析力を有する人材。 

(ⅲ)文理の複眼的視点を持ち、現代社会における複雑な課題の背景や本質を理解し、解決に取り組め

る人材。 

(ⅳ)多様な人々と協働して課題の発見・解決に取り組める人材。 

 学位の分野は「文学関係」及び「理学関係」である。近接する既設分野として、文学部国際文化学

科と理工学部理工学科を設置しており、本学部本学科（国際日本学専攻／環境サステナビリティ学専

攻）は、新設組織として入学定員 150 人（収容定員：600人）を予定している。 
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（２）人材需要の社会的な動向等 

①新設組織で養成する人材の全国的、地域的、社会的動向の分析 

インターネットによる情報の入手や発信、人や物の行き来(交流)によって、世界は今まで以上にボ

ーダーレス化が進んでいる。その結果、私たちの生活が豊かで多様なものとなった反面、様々な問題

も生じている。例えば、感染症の世界的な流行、移民問題、地球環境問題などが挙げられる。世界的

な、又は世界共通の地域の社会課題の解決のため、政治、経済、自然環境、歴史、文化など世界や地

域のことを理解し、多面的に問題を捉えることが求められている。 

国連の「世界都市人口予測」によると、世界の都市人口は 2015年の約 40億人から 2030年に 50億人

を超え、2040 年には 60 億人まで増加すると推定され、それに伴って都市人口割合も増加を続けている。

中でも東京の大都市圏人口は 1950 年代前半にニューヨーク大都市圏を抜いて以降、世界第 1 位に位置

し続けており、日本の総人口の約 3割を占め、我が国の都市への人口集中の度合いは世界の中でも特に

高くなっているといえる。東京・武蔵野地域の成り立ちや諸課題を理解し、その解決策を探ることに

より、世界各地の都市問題の解決に対して大きく貢献することができるものと考えられる。特に、都

市環境(例えばヒートアイランド現象)、水資源の確保・保全、防災(ゲリラ豪雨などの激甚気象や地震

など)といった課題は、東京にとって重要な地域(ローカル)の課題である一方で、世界(グローバル)で

共有すべき課題ということができる。 

今、世界の至る所で日本文化が受け入れられている。例えば、マンガやアニメ、日本食は代表的な

ものである。しかしながら、依然として日本について知られていないことも多々あり、世界に対して

日本について情報発信することができる人材が必要である(クールジャパン戦略など)。情報発信に際

しては、受け手である世界の目線を起点とした取組みであってこそ、外国人の共感を得て、成果をあ

げ、さらなる広がりの可能性を拓くものであるが、これまでは、多くのケースで世界の目線が強く意

識されてこなかった。世界の人々は、それぞれに日本人とは異なる歴史、文化、宗教、風習、言語、

さらには価値観、感性及び世界観を有している。一口に「世界の人々」といっても、それぞれに千差

万別であり、各国や各地域には独自の歴史や文化などに基づく大きな違いがあるが、その相違を十分

に認識せずに「外国人」を一括りに扱うケースが多い【資料 1】。外国の人々に対して、世界標準とい

ったグローバルな部分と、世界の中の地域といったローカルな部分の両方からの理解が必要である。

そして、紛争を未然に防ぎ、平和を維持するために、文化交流を通じた相互理解が重要なことはいう

までもない。 

2015 年国連総会にて採択された「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」に示された国際目標

「持続可能な開発目標（SDGs：Sustainable Development Goals）」の達成期限は 2030 年に迫っている。

環境、エネルギー、貧困、教育など誰一人取り残さないインクルーシブ(包摂的)な世界を実現するた

めの人材育成が急務となっている。SDGs は、これまでにない新たな価値観を創出した。例えば、「倫理

的消費」とも呼ばれている「エシカル消費」は、人権や社会・環境に配慮した消費行動であり、価格

や品質以外に製品を選ぶ基準が生まれた。また、投資家は倫理的に正しい行動を行う企業へ投資すべ

きという規範も生まれた。企業は、自らの社会的責任に加え、エシカル消費やエシカル投資を意識し

て SDGsに関する取組みを推進する必要があり、その担い手となる人材である SDGs人材が不可欠となっ

ている。また、企業や地方自治体などにおいて、脱炭素化へ向けた変革の取組みを推進するための

GX(グリーントランスフォーメーション)人材が必要とされている【資料 2】。  



 
－学生確保（本文）－4－ 

 

 成蹊学園（以下「本学園」という。）は、吉祥寺移転、旧制成蹊高等学校設置から約 100 年の節目を

迎える。この機会に、あらためて建学時の精神、教育理念に立ち返り、次の時代に向けた新たな大学

の中期計画【資料 3】を策定した。その中には、本学園が伝統的に重視してきた「国際性」「論理的思

考力」を持ち、世界と地域の「文化」、「環境」等の学びから、世界や地域の諸課題の解決に貢献でき

る人材の育成も含まれている。 

世界や地域の諸課題の解決や目標達成のため、デジタル人材やグリーン人材が求められている

【資料 2】。「デジタル」分野では、ICT 専門家(理系技術者)と一般ユーザーとの橋渡しをするビジネ

ストランスレーターの役割も重要と考えられている。「グリーン」分野では、環境科学の専門知識だ

けでなく、脱炭素の実現や環境保全等のための行政の在り方や、サステナブル経営などの知識を有

した人材も必要とされている。現在の社会課題の多くは、その解決のために、「文系」「理系」とい

った枠組みを超え、様々な知識や技能を持った人材を必要としている。しかしながら、一人の人間

が様々な知識や技能を修得し、問題解決に当たることには限界がある。そこで、他者と協働し、お

互いの得意分野を活かし、足りない部分を補い合って課題の解決にチャレンジすることが重要であ

る。 

私たちは、課題の解決だけでなく、協働によって新たな成果や価値などを生み出すための取組み

のすべてを「共創」と定義する。文理の複眼的な視点を持ち、国際社会や地域での(SDGs 達成のため

の)活動を「共創」によって推進できる人材の育成こそが、持続可能な社会の構築に不可欠であると

考えている。 

 成蹊大学（以下「本学」という。）では、現代社会に必要不可欠な上記の人材育成のため、また、次

の 100 年に向けてミッションを強力に推進するため、新たな学部として本学部を設置する。本学部で

は、本学がこれまでに実施してきた「文学」と「理学」の教育・研究を踏まえ、また、本学の教育の

基本理念である「国際性」「論理的思考力」の涵養や「環境教育」を重視した教育・研究を実施する。

本学では、例えば、脱炭素化に向けた「大学等コアリション」、ユネスコスクール支援大学間ネットワ

ーク（ASPUnivNet）に参加するなど、グリーン人材育成をはじめとする持続可能な開発のための教育

（ESD：Education for Sustainable Development）に意欲的に取り組んできた。附設のサステナビリテ

ィ教育研究センターは、地域 ESD活動推進拠点にも登録されている。本学部の設置により、本学は様々

な主体と連携した ESD をさらに推進する【資料 4】。本学部では、世界や地域の歴史、文化、風習、言

語、自然環境等を学修し、また、世界と日本との対比を可能とするため、「国際日本学」「環境サステ

ナビリティ学」の 2つの学問領域を設定する。ただし、文理の複眼的視点の獲得と、文理融合による教

育・研究の進展を促すため、2つの学問領域は本学科の下に専攻として設定する。 

本学が位置する武蔵野市吉祥寺地区は、武蔵野の自然を残しつつも、都心へのアクセスが容易な

環境にあり、近年、「住みたい街」として多くの人に支持されてきた。東京の大都市域の課題と向き

合いながら、持続可能な住環境を考える上で極めて好ましい立地となっている。また、本学は、武

蔵野市と包括的連携協定を結んでいるほか、地域の大学間ネットワーク(武蔵野地域自由大学、三鷹

ネットワーク大学)に参加し、小学生から大学生、また、社会人に至る様々な年齢層の学修に貢献し

ている【資料 5】。本学に本学部が設置されることによって、これらの学修の充実がはかられるとと

もに、本学部と類似した他大学の学部等は極めて少ないことから、近隣を中心とした高校生の進学

機会(進路の選択肢)を増大させることができるものと考えられる。 
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②中長期的な１８歳人口等入学対象人口の全国的、地域的動向の分析 

中央教育審議会大学分科会（第 175 回）会議資料参考データ集（１）2040 年以降の社会を見据えた

高等教育が目指すべき姿「18歳人口（男女別）の将来推計」【資料 6】を見ると、我が国の 18歳人口は

2005 年に約 137 万人であったものが、現在は約 110 万人まで減少している。今後、2035 年には初めて

100 万人を割って約 96万人となり、さらに 2040年には約 82万人にまで減少するという推計もある。 

全国的には 18歳人口の減少が進む中で、学校基本調査に基づく都県別 18歳人口推計【資料７】によ

れば、東京圏（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県）においては横ばい傾向にあり、令和 16 年（2034

年）においても令和 6年とほぼ同水準が維持される見込みである。これは、本学が所在する東京都での

人口増加が強く反映したものであり、東京都では同期間に 6,109人（6.1％）の 18歳人口の増加が見込

まれる。 

また、学校基本調査【資料８】によると、令和 6年度において、東京都内の高等学校からの大学進学

者 78,123 人中、53,761 人が東京都内の大学に進学しており、地元滞留率は 68.82％である。さらに、

東京都、埼玉県、神奈川県、千葉県の東京圏全体で集計した場合、東京圏の高等学校等の卒業生が東

京圏の大学に進学する地元滞留率は 93.65％となる。 

さらに、平成 26 年度（2014 年度）の地元滞留率（東京都：64.60％、東京圏：93.96％）と比較する

と、東京都内の高等学校等の卒業生の地元滞留率は過去 10 年間で約 4.2 ポイント上昇していることが

確認される。これにより、今後も地元志向はさらなる上昇が見込まれる。 

以上、本学の入学者の多くを引き付ける東京圏においては東京圏内での地元残留率が高く、特に、

本学が所在する東京都では、18 歳人口が当面は維持される上、地元滞留率も高いことから、地元志向

や分野特性を生かして大学の入学者確保が十分に可能であると判断される。 

 

③新設組織の主な学生募集地域 

新設組織である本学部本学科の学位分野は、「文学関係」と「理学関係」であることから、本学文学

部の令和 6 年度の入学者選考の結果【資料 9】を参照すると、志願者の出身上位 5 都(道府)県は、東京

都、埼玉県、神奈川県、千葉県及び茨城県であり、令和 6年度入試において志願者の全数に占める割合

は 82.8％、また、入学者の出身上位 5 都(道府)県は、東京都、埼玉県、神奈川県、千葉県及び群馬県

であり、入学者の全数に占める割合は 82.6％である。また、本学理工学部理工学科の令和 6 年度の入

学者選考の結果を参照すると、志願者及び入学者の出身上位 5都(道府)県は文学部と同様、東京都、埼

玉県、神奈川県、千葉県及び茨城県であり、令和 6年度入試において全数に占める割合は、志願者数が

86.2％、入学者は 90.1％である。 

さらに、学校基本調査によると、本学部が設置される東京都において、出身高校の所在地県別入学

者数（令和 6 年度）【別紙 1】の上位 5 都(道府)県は、東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県及び茨城県

（「その他」出身を除く）となっており、これらで 73.2％を占めている。この結果は、本学の文学部及

び理工学部入学者の出身地や入学者比率とほぼ一致しているため、本学部においても首都圏（1 都 3 県）

を主要な学生募集地域とする方針が妥当であると判断できる。 

なお、【別紙１】記載のとおり、東京都に所在する大学の定員充足状況は 102.20％（令和 6 年度）、

103.46％（令和 5 年度）、103.48％（令和 4 年度）で推移しており、堅調である。また、新設組織の学
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問分野（系統区分）の定員充足状況（平成 4 年度～6 年度）を参照すると、人文科学系は 95.96％～

98.93％で推移しており、理・工学系は 99.39％～104.35％で推移している。 

以上を鑑みると、本学部本学科においては、首都圏（1 都 3 県）を主要な学生募集地域とすること

で、中長期的に入学定員が安定して確保できるものと見込まれる。 

 

④既設組織の定員充足の状況 

本学における直近 5 年間の既設学部・学科における入学定員・収容定員の充足状況は、【別紙 2-1～

2-10】及び本学の収容定員充足率推移【資料 10】に示すとおりである。 

各学科の令和 2 年度から令和 6 年度入試における入学定員充足率の平均は、全 13 学科中、12 学科が

1.00 以上である。理工学部情報科学科（令和 4 年度に理工学部理工学科に改組）のみ令和 3 年度入試

において歩留まり予測を見誤ったことが原因で入学定員充足率が 0.97 となっているが、既設組織全体

としての定員充足状況は問題ないといえる。さらに、本学では大学改革も積極的に進めていることか

ら、定員の充足は安定して確保できる見込みである。 

また、昨今の人文科学系統の定員充足状況は、【別紙 1】のとおりやや厳しい状況にあるが、本学の

文学部（4 学科）における入学定員充足率の平均は、【別紙 2-6】から【別紙 2-9】のとおり、1.01～

1.03 を担保しており、堅調であるといえる。また、理・工学系統の定員充足状況は、【別紙１】のとお

り、過去 3 年間、104.35％～99.39％で推移している。本学の理工学部（令和 4 年度より 3 学科を 1 学

科に改組）においても、【別紙 2-10】のとおり、概ね安定的に推移している中、1.00を下回る学科や年

度が散見される。本学では入学試験の合否判定に際して、過年度の予測から結果に至る状況を厳密に

精査して入学手続き率を予測し合格者を決定するように努めているが、歩留まり予測を見誤ったこと

が要因であり「定員管理に係る私立大学経常費補助金の取扱」における入学定員超過率を厳格化する

措置に鑑み、入学定員が超過しないようにすることを重視していることに起因する。なお、志願者数

は、【別紙 2-6】から【別紙 2-9】（文学部）及び【別紙 2-10】（理工学部）に示すとおり、いずれの年

度とも入学定員数を上回っているため、適正な定員管理が担保できる見込みである。 

 

（３）学生確保の見通し 

①学生確保に向けた具体的な取組みと見込まれる効果 

ア 既設組織における取組みとその目標 

令和 8年度に新設の本学部本学科（入学定員 150人）の学問分野と近接する既設組織として、文学部

国際文化学科及び理工学部理工学科の過去のオープンキャンパス来場者数等の取組実績より本学部に

おける学生確保の見通しを分析する。 

本学における志願者への PR 活動として、「オープンキャンパス実施」「大学案内配付（資料請求者）」、

「学内外の入試等相談会実施」、「Webサイト」・「SNS活用」「高校訪問・高校教員との面談」等の取組み

がある。 

そのうち、本学では、【別紙 3】①～②に示したとおり、「オープンキャンパス」について、PR活動デ

ータと入学者データとの紐づけ・分析を実施している。なお、オープンキャンパスは全学的なイベン

トとして開催しているが、既設の学科ごとに、学科ガイダンス、体験講義などを実施している。 

令和 5年度入試対象（令和 4年実施）及び令和 6年度入試対象（令和 5年実施）における、国際文化
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学科関連イベントのオープンキャンパス参加者の動向【別紙 3】①を整理すると、以下のようになる。 

オープンキャンパス（国際文化学科関連イベント）の参加（受験対象）者数の平均は 214人であり、

そのうち 61 人が受験し、28 人が入学している。これは、国際文化学科の入学定員 110 人に対して、

25.5％（28人÷110人）がオープンキャンパス参加からの入学者であることを示している。また、オー

プンキャンパス参加者のうち 13.1％（28 人÷214人）が実際に入学している。 

本学部本学科（入学定員 150人）において、国際文化学と近接する国際日本学に関心のある受験生か

ら 75 人の入学者確保を想定した場合、オープンキャンパス経由での入学者数が 25.5％と仮定すると、

19人（75人×25.5％）となる。 

さらに、この 19 人を確保するためには、オープンキャンパス参加者の 13.1％が入学するという前提

のもと、145人（19人÷13.1％）の参加者が必要となる。 

以上のことから、本学部本学科において、国際文化学と近接する国際日本学に興味のある学生の確

保に向けては、145人のオープンキャンパス参加者を集めることが必要であると考えられる。 

また、令和 5年度入試対象（令和 4年実施）及び令和 6年度入試対象（令和 5年実施）における、理

工学科関連イベントのオープンキャンパス参加者の動向【別紙 3】②を整理すると、以下のようになる。 

オープンキャンパス（理工学科関連イベント）の参加（受験対象）者数の平均は 432人であり、その

うち 188人が受験し、79人が入学している。これは、理工学科の入学定員 420人に対して、18.8％（79

人÷420 人）がオープンキャンパス参加からの入学者であることを示している。また、オープンキャン

パス参加者のうち 18.3％（79人÷432 人）が実際に入学している。 

本学部本学科（入学定員 150人）において、理工学に近接する環境サステナビリティ学に関心のある

受験生から 75 人の入学者確保を想定した場合、オープンキャンパス経由での入学者数は 18.8％と仮定

すると 14人（75人×18.8％）となる。 

さらに、この 14 人を確保するためには、オープンキャンパス参加者の 18.3％が入学するという前提

のもと、77人（14人÷18.3％）の参加者が必要となる。 

以上のことから、本学部本学科において、理工学に近接する環境サステナビリティ学に興味のある

学生の確保には、77 人のオープンキャンパス参加者を集めることが必要であると考えられる。 

以上より、本学部本学科が入学定員 150 名を確保するためには、令和 8 年度入試対象（令和 7 年実

施）のオープンキャンパスにおいて、国際文化学に近接する国際日本学に興味がある受験生 145人、理

工学に近接する環境サステナビリティ学に興味がある受験生 77 人（計 222 人）を確保する必要がある。 

なお、既設組織である文学部国際文化学科については、入学定員を 105人に減員するものの、これま

でと同等の競争力を維持し、入学者の学力を確保することが求められる。そのため、オープンキャン

パスの参加者数は 438人以上、うち受験対象者数は 233人以上（令和 6年度入試実績以上）を目標とす

る。また、理工学部理工学科についても、令和 6年度入試実績を上回ることを目指し、オープンキャン

パスの参加者数 1,005 人以上、うち受験対象者数 444人以上の確保を目標とする。 

次に、【別紙 3】③に示すとおり、本学では資料請求者に対して大学案内の配付（郵送）を行ってい

るが、大学案内は学部学科ごとには分かれていないため、全学部共通のデータとなる。参加者（資料

請求者）の個人情報を取得していないため、参加者＝受験対象者にて集計を行っているが、令和 5年度

～令和 6 年度入試に向けては、平均で 8,742 人の資料請求があり、同じく平均で 18.5％が受験、2.9％

が入学している。令和 8 年度入試においては、全学の入学定員数が増加（109.4％）することから、
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9,564人（8,742人×109.4％）の資料請求者確保を目標とする。現在は紙媒体に代わり Webや SNSで情

報収集する受験生が増加しているが、これらのコンテンツと併せて、本学の魅力をより明確に伝える

ことができる施策の検討、コンテンツの充実を行う予定である。 

また、【別紙 3】④に示すとおり、各高校が設定する高校内会場及び外部セミナー会場（学外会場）

による入試等説明会、進学相談会、模擬講義等を実施している。とりわけ進学相談会については、令

和 6 年度には全国 34 会場にて展開し、首都圏のみならず地方在住の受験生に向けた情報提供とコミュ

ニケーションを行っている【資料 11】。本取組みについては、すべての参加者から個人情報の取得をし

ていないため、参加者数及び受験対象者数のみの集計となるが、入試説明会や模擬講義に参加する者

は本学への興味関心、志願度がより高いと推察されるため、受験・入学に直結する非常に重要な PR 活

動であると捉えている。また、各種の説明会については、コロナ禍の経験からオンラインによるコン

テンツ公開の有効性も認識しているが、対面で本学、本学教職員、本学在学生、施設等の雰囲気や魅

力を直接感じてもらうことで受験対象者の志願度を一層高めることが可能な取組みであると考えるた

め、令和 5 年度入試及び令和 6 年度入試を対象に実施した際の平均参加者総数（7,355 人）、受験対象

者数（2,777 人）を上回ることを目指す。具体的には、参加者数 8,047 人（7,355 人×109.4％）、受験

対象者数 3,039 人（2,777 人×109.4％）を目標とする。重ねて、今後は受験、入学情報との紐づけを

行うとともに、同数値が高まるよう、各種相談会の内容・方法、回数等の改善に向けた検討に取り組

む予定である。 

【別紙 3】⑤では、本学 Webサイト（入試サイト）へのアクセス解析、【別紙 3】⑥では本学 Webサイ

ト（全体）へのアクセス解析に関する数値を記載している。いずれも本学 Webサイトへの訪問者数（訪

問したユーザー数で複数回訪問した場合も 1 名としてカウント＝ユニークユーザー数）を月別に集計

し、コンテンツ作成や情報リリース時期を含む入試戦略策定の一助としている。 

入試サイトについては、令和 5 年度入試及び令和 6 年度入試対象者の平均閲覧数の平均（580,590 人）

の 109.4％となる 635,166 人、同様に大学 Web サイト（全体）では、令和 5 年度入試及び令和 6 年度入

試の平均閲覧者数の平均（1,486,161 人）の 109.4％となる 1,625,861 人の訪問・閲覧数（ユニークユ

ーザー数）を目指す。Web サイト閲覧は前述の資料請求とともに、本学に興味を持った受験生の初期 

行動であり、母数は大きいため、引き続き重要な PR 活動・施策として捉え、訪問・閲覧者の受験や入

学に向けたモチベーションが上昇するようなコンテンツやリリース時期の改善に向けた検討を重ねる。 

その他の PR 活動として、SNS を活用した情報発信や、入試対策講座、キャンパス紹介、入試ガイダ

ンス等の動画配信を広く行っている。SNS については年間 20 件程度の情報発信を行い、登録者数は令

和 6年 12月現在で 22,869人（アクティブユーザー数は約 2,000人）となっている。また、各種動画配

信の再生回数は、年間で延べ 16,000 回（概算）を超える。今後も SNS や Web サイトによる情報収集を

行う受験生が増加すると推察されるため、コンテンツ内容や情報リリースの回数を検討し、SNS はアク

ティブユーザー数 2,200 人、各種動画配信の閲覧数は 17,600 回を目標（目安）とし、PR 活動に取り組

む。 

PR 活動においては、高校における教育や進路指導の実態を理解し、高等学校教員、高校生の特徴等

を理解(高校側が求める情報を把握)すること、加えて大学情報・入試情報の伝達を通して、本学の教

育内容や特徴を周知することを重視しており、アドミッションセンター職員による「高校訪問・高校

教員との面談」を継続実施している。対象とする高校は、1 都 3 県で指定校推薦を依頼している高等学
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校や志願者数の多い高等学校等が中心であるが、令和 5 年度は首都圏 1 都 3 県で 63 件、その他地方で

129 件の訪問を実施しており、令和 6 年度（令和 7 年 1 月 30 日現在）は同様に首都圏 1 都 3 県で 106

件、その他地方で 112件の訪問を実施し、地方戦略も重視している。さらに、得られた情報はデータベ

ースに記録し、広く学内共有を図っている。 

「大学見学(高校からの見学受入れ)」も広く行っており、令和 5年度入試対象（令和 4年度実施）は

24 校 593 名を受け入れたが、令和 6 年度入試対象（令和 5 年度実施）は高等学校のニーズに応える形

で 55校 2,793名を受け入れている。今後も高等学校との連携を深めて、関係性の維持･向上を目指し、

「高校訪問・高校教員との面談」、「大学見学(高校からの見学受入れ)」についても現状を上回る数値

を担保するべく取り組むこととする。 

一方で、受験者や入学者データとの紐づけによる分析はまだ十分な経年分析の蓄積ができていない

が、質と量を担保する入学者選抜改革の実施に向けてはこれらの分析が必須である。個人情報に十分

に留意しつつ、データの蓄積による分析を継続実施し、これらの分析結果を基に、効率的かつ効果的

な戦略策定に繋げていく。 

 

イ 新設組織における取組みとその目標 

 本学では、新設組織の設置及び定員増加に伴い、受験対象者の確保を目的とした広報活動を強化す

る方針である。具体的には、【PR 活動の方針】【戦略】【実施計画】【目標】の 4 つの要素を軸に、効果

的な取組みを展開していく。 

【PR 活動の方針】広報活動の基本方針は、本学の魅力を広く、詳しく、より実感できる形で伝達し、

志願者の増加に繋げることである。具体的には、以下の二点を重点的に推進する。 

・［キャンパスへの訪問促進］本学を実際に訪れることで、施設の充実度や教職員・在学生の雰囲気を

直接体験し、志望意欲を高めてもらうことを目的とする。 

・［大学ホームページへの誘導］本学の Web サイトを通じて、最新情報や詳細情報、イベント案内を発

信し、受験対象者及びその保護者に対し、必要な情報を適切に提供する。 

【戦略】本学の広報活動は、「リアルイベント」「デジタル広告」「大学案内配付（資料請求者）」の 3つ

の戦略を柱とする。 

・［リアルイベント］オープンキャンパスや大学見学、説明会を通じて、受験対象者に本学の魅力を直

接伝える機会を増やす。 

・［デジタル広告］大学 Web サイトや SNS、動画配信を活用し、オンライン上での広報活動を充実させ

る。 

・［大学案内配付（資料請求者）］入学希望者向けに大学案内を積極的に配付し、関心を持つ層への情

報提供を強化する。 

【実施計画】上記の戦略を具体化するため、以下の取組みを実施する。 

・［オープンキャンパス］例年どおり、8月上旬（3日間）及び 10月末（1日）に開催する。 

・［相談会］2025年 3月から 2025年 12月にかけて実施する。 

・［大学見学］2025年 4月から 2025 年 12月にかけて実施する。 

・[デジタル広告] 2025年 3月から 2025 年 12月にかけて実施する。 

・［大学案内配付（資料請求者）］2025 年 5月から 2025 年 12月にかけて対応する。 
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【目標】新設組織及び定員増加に対応し、広報活動の効果を最大化するため、各施策の目標を以下の

とおり設定する。 

・［オープンキャンパス参加者数］令和 7 年度には 3,880 人の受験対象者が参加したが、令和 8 年度は

入学定員増加分を考慮し、4,245 人（3,880人×109.4%）の確保を目標とする。 

・［説明会参加者数］令和 5 年度及び令和 6 年度の平均参加者数は 7,355 人、受験対象者数は 2,777 人

であった。令和 8 年度では、参加者数 8,047 人（7,355 人×109.4%）、受験対象者数 3,039 人（2,777

人×109.4%）を目標とする。 

・［大学見学（高校からの見学受入れ）］昨年度（55 校 2,793 名）を上回る受入れ数を目標とし、積極

的な見学対応を行う。 

・［大学 Web サイト閲覧数］令和 5 年度及び令和 6 年度の平均閲覧者数は 1,486,161 人であり、これを

1,625,861人（1,486,161人×109.4%）に増やすことを目指す。 

・［SNS 及び動画配信］SNS のアクティブユーザー数を 2,200 人、動画配信の閲覧数を 17,600 回に設定

し、オンラインでの広報活動を強化する。 

・［大学案内資料請求者数］令和 5 年度及び令和 6 年度の平均資料請求者数は 8,742 人であったが、令

和 8年度は定員増加に伴い、9,564人（8,742 人×109.4%）を目標とする。 

以上の取組みを通じ、本学の新設組織及び定員増加に対応し、より多くの受験対象者を確保するこ

とを目指す。 

さらに、新設組織（本学部本学科）におけるオープンキャンパスのイベント参加者数については、

「ア 既設組織における取組みとその目標」に記載の内容と重複するが、本学部本学科として、222 人

の参加者（受験対象者）数確保を目標とする。 

 

ウ 当該取組みの実績の分析結果に基づく、新設組織での入学者の見込み数 

本学部本学科に近接する既設分野である本学文学部及び理工学部の定員充足状況（令和 4～6年度）

について、【別紙１】新設組織の学問分野（系統区分）の定員充足状況を参照すると、人文学系が

95.96％～98.93％、理・工学系が 99.39％～104.35％となっているが、新設組織が置かれる都道府県

（東京都）の定員充足状況では 102.20％～103.48％を担保している。さらに、【別紙 2-6～9】に示す

とおり、既設組織である本学文学部の志願倍率（令和 2年度～6年度：実人数）平均は、英語英米文学

科 2.3倍、日本文学科 3.4倍、国際文化学科 2.6倍、現代社会学科 3.3倍と安定推移し、入学定員充

足率も英語英米文学科 1.02、日本文学科 1.02、国際文化学科 1.01、現代社会学科 1.03 と適正な数値

を担保している。理工学部は令和 4年度より、物質生命理工学科、情報科学科、システムデザイン学

科の 3学科を廃止し、理工学部理工学科を新設したが、同様に【別紙 2-10】に示すとおり、既設組織

である理工学部理工学科の志願倍率（令和 4年度～6年度）平均は 2.6倍と安定推移し、定員充足率も

1.04と適正な数値を担保している。 

既設学部の PR活動を継続しつつ、「イ 新設組織における取組み」に記載した内容を中心とする本学

部本学科設置の重点的な広報、あるいは今後の継続的なデータ分析による重点・戦略的な PR活動を実

施することで、既設組織と同等以上の受験者確保を目指し、また、歩留率の推移を参照しながら適正

な入学者選抜を行う。 
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【別紙 3】①② 及び（３）学生確保の見通し ①学生確保に向けた具体的な取組みと見込まれる効果

「ア  既設組織における取組みとその目標」及び「イ 新設組織における取組みとその目標」に示すとお

り、令和 8年度入試に向けてのオープンキャンパス（令和 7年度実施 ）については、国際文化学に近

接する国際日本学に興味がある受験生 145人、 理工学に近接する環境サステナビリティ学に興味があ

る受験生 77人（計 222人）の確保を目標としている。 よって、参加（受験対象）者目標数を達成でき

れば十分に入学者を確保することが可能であり、 本学部本学科においても入学者は十分に満たせるも

のと考える。歩留率の推移を参照しながら適正な入学者選抜を行うことで、 入学者数は入学定員であ

る 150人を確保する見込みである。 

 また、本学では資料請求者に対して大学案内の配付（郵送）を行っているが、（３）学生確保の見通

し ①学生確保に向けた具体的な取組みと見込まれる効果 「ア 既設組織における取組みとその目標」 

及び 「イ 新設組織における取組みとその目標」に示すとおり、令和 5年度～令和 6年度入試に向けて

は、平均で 8,742 人からの資料請求が確認されている。令和 8年度入試においては上述のとおり、全

学の入学定員数が増加（現在入学定員数の 9.4％）することから、9,564人（8,742人×109.4％）の資

料請求者確保を目標とする。よって、資料請求目標数を達成できれば十分に入学者を確保することが 

可能であり、本学部本学科においても入学者は十分に満たせるものと考える。歩留率の推移を参照し

ながら適正な入学者選抜を行うことで、入学者数は入学定員である 150人を確保する見込みである。 

 

②競合校の状況分析（立地条件、養成人材、教育内容と方法の類似性と定員充足状況） 

ア 競合校の選定理由と新設組織との比較分析、優位性 

本学部本学科と競合校の比較分析及び本学科の優位性について説明するにあたり、学校種（4 年制私　

立大学）、定員規模、所在地（首都圏 1都 3県所在）、学力層（入学偏差値）及び学問分野（基礎となる　

学問分野や学びのキーワード）の類似性の観点から、以下の 4大学 5学部を競合校と選定した。なお、　

選出した競合校は、「(２）人材需要等の社会的な動向等 ③新設組織の主な学生募集地域」で示した地

域（首都圏 1都 3県所在）と一致している。 

なお、立教大学（東京都豊島区）は、次世代の環境リーダーの育成を目指し、令和 8年 4月に環境学 

部の設置を構想している。本学の国際共創学部国際共創学科環境サステナビリティ学専攻と立教大学  

の環境学部は、共に環境問題に対する教育と研究を主軸とし、現代社会で深刻化する環境課題に多角  

的な視点からアプローチし、持続可能な社会の実現に向けた解決策を模索することを目的としている。 

両学部は、環境科学、国際関係論など、様々な分野の知見を複合したカリキュラムを組んでおり、 

学生が総合的な視野を養えるよう設計された教育方針を採用している。これにより、従来の学問の枠 

組みを超えた環境問題への実践的な取組みが可能となる。さらに、国内外での現地調査や実践的なプ 

ロジェクトを通じて、理論と実践を結びつけながら学ぶフィールドワークを重視しており、環境問題

の現場に即したスキルを身につける上で非常に有益である。これらの経験は、将来的に政策立案や企

業の環境戦略立案などに貢献できる人材の育成に繋がる。 

このように、理論と実践を融合させた教育を提供することで、未来の環境リーダーを育成すること  

を目的としている立教大学環境学部と本学国際共創学部国際共創学科環境サステナビリティ学専攻は、

環境問題の解決を目指す点で一致しており、親和性が高い。また、立教大学環境学部は東京都豊島区

にキャンパスを構えることから、学生募集地域も近接している。設置構想中であるため競合校には選
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出していないが、近隣の大学が同系分野の学部を設置することは、受験生マーケットの拡大につなが

り、本学における学生確保の見通しを立てる上で追い風になると考えられる。 

 

＜本学科の競合校＞（以下「競合校」という。）             （大学名 50音順） 

大学 学部学科 
入学 

定員 
学位名称 所在地 

偏差値 

（河合塾） 

青山学院大学 
地球社会共生学部 

地球社会共生学科 
190 学士（学術） 神奈川県相模原市 57.5 

芝浦工業大学 
システム理工学部 

環境システム学科 
90 学士（工学） 埼玉県さいたま市 50.0～55.0 

法政大学 
人間環境学部 

人間環境学科 
343 学士（人間環境学） 東京都千代田区 57.5～60.0 

法政大学 文学部地理学科 101 学士（文学） 東京都千代田区 55.0～60.0 

明治大学 
国際日本学部 

国際日本学科 
400 学士（国際日本学） 東京都中野区 60.0～65.0 

偏差値：「Kei-Net2025年度入試難易予想ランキング表」より作成 

 

競合校との比較分析 

・教育内容と方法 

本学科では、専門分野を体系的に学べるよう、各科目を段階的かつ適切に配置している。初年次に

は「アカデミックスキルズ I・II」を必修科目としており、大学における学修に必要な基本的スキルを

修得するとともに、情報倫理や研究倫理について学ぶ。「データサイエンス基礎」や「統計学基礎」を

必修科目として配置し、論理的思考力とデータ分析力の修得を重視している。また、「Intercultural 

Communication」を通じて英語によるコミュニケーション能力や異文化理解の基礎を養成する。 

学年が進むにつれて専門性を高めるための科目群を配置している。「基盤科目」では、「共通文理」

「人文学系」「自然科学系」の科目を幅広く学び、文理の複眼的思考力を身につける。「グローバル科

目」では、様々な分野の内容を英語で学ぶ科目を 2年次に配置し、専門分野における英語力を身につけ

る。「発展科目」では、「文化」「地理・地域」「環境」の領域を中心に、学生自身の興味や目標に応じ

て履修できる内容となっている。これらの科目では、特定の専攻に関する専門知識を修得できるよう

設計されているほか、英語を使用した学修を通じて実用的な英語力を向上させることも目指している。 

実践的な能力を育成するために、「フィールド・実践科目」を充実させている。1 年次には「フィー

ルドワーク入門」を必修とし、実地調査やフィールドワークの基礎を学ぶ。その後、「国内フィールド

スタディ」や「海外フィールドスタディ」などを通じて、現場での課題解決力や協働能力を向上させ

る。また、卒業研究や PBL（プロジェクトベース学習）を通じて、専門知識を活かした独自の研究に取

り組む機会を提供している。 

本学科では、以下の 2つの専攻を設け、それぞれの専門性に特化した教育を実施する。 

「国際日本学専攻」 

 文化学、地域学等を基盤分野とし、日本及び世界をつなぐ文化の交流・多様性、さらにグローバル

化する日本・世界の地域の諸課題、日本語教育等について多角的に学ぶ力を身につけることを目的と

する。 
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「環境サステナビリティ学専攻」 

 環境学、地理学等を基盤分野とし、日本・世界の自然・社会環境並びに地域及び地球規模の諸課題

を多角的に学ぶ力を身につけることを目的とする。 

 

「ゼミナール科目」では、少人数制の対話型授業を通じて深い理解を促し、計画力や情報発信力を

養成する。1 年次から 4 年次にかけて段階的に科目を配置しており、課題設定、資料収集、データ分析、

研究計画の立案、結果考察のスキルを体系的に学べるようになっている。特に、4 年次の卒業研究では、

専門知識を活用した独自の研究を行い、成果を論文やプレゼンテーションで発表する機会を提供する。 

さらに、「日本語教員養成コース科目」を設置しており、日本語教育機関認定法に基づき、外国人に

日本語を教えるための専門的知識と技能を修得できる科目を提供している。コース修了者には、日本

語教員試験の基礎試験免除の特典が与えられる計画である。 

また、本学部本学科では、分野横断型の学びを基盤に「文理の複眼的思考」を涵養し、体系的かつ

段階的な教育を実施する。以下に、その教育方法をまとめる。 

① 分野横断型の教育 

1 年次には、「共通文理」「人文学系」「自然科学系」の分野横断型科目群を「基盤科目」として配置

し、広範な視点と基礎的学力を養成する。必修科目「国際共創入門」はオムニバス形式で専門トピッ

クを学ぶオンデマンド授業である。「サステナビリティ概論」では、持続可能な社会に関する国内外の

動向を学ぶ。2 年次以降は「文化」「地理・地域」「環境」の分野に分かれた「発展科目」を履修し、4

年次の「卒業研究」で専門性を高める。 

② グローバル・コミュニケーション 

英語力と異文化理解を育むため、全学共通科目と専門科目を合わせて多数の英語科目を配置してい

る。少人数でのレベル別クラスにより英語力向上を図り、「海外言語文化研修」や短期・中長期の海外

研修を推奨する。「Intercultural Communication」や「英語文献購読」などの科目を通じ、英語による

専門スキルを段階的に修得する。「グローバル科目」では、主に英語を使用言語として専門的教育を提

供する。 

③ 情報分析 

Society5.0時代に対応するため、1年次に「データサイエンス基礎」や「統計学基礎」を必修科目と

して配置する。2年次には「統計学発展」、3年次には「データサイエンス発展」、「環境データ解析」等

を開講し、情報分析の学びを段階的に深める。「プログラミングの基礎」や「コンテンツ・デザイン」

など情報系科目、「数学基礎」や「線形代数学」など数学系科目を通じて、分析能力を支える知識を体

系的に修得する。 

④ フィールド・実践科目 

課題解決力と実践力を養うため、「フィールドワーク入門」や「国内・海外フィールドスタディ」を

設置し、実地調査の基礎スキルを学ぶ。また、「共創プロジェクト」や「環境科学実験」など、地域や

環境の課題に取り組む実験・実習形式の科目を通じて、現実的な問題に対応する力を養成する。 

⑤ 少人数編成のゼミナール科目 

1 年次から 4 年次まで「ゼミナール科目」を配置し、基礎的な資料調査や研究方法から専門的研究に

至るまで段階的に学ぶ。1 年次の「アカデミックスキルズ I・II」で基礎力を磨き、2 年次の「英語文
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献講読」で英語による専門文献読解力を育成する。3 年次の「演習」では批判的思考力を涵養し、4 年

次の「卒業研究 I・II」では独自の研究プロジェクトを実行する。少人数制の授業により、インタラク

ティブな学修環境を提供する。 

 

なお、履修支援のため、カリキュラムマップや履修モデルを『履修要項』として配付し、シラバス

や成績評価基準をポータルサイトで開示する。履修ガイダンスや基幹教員等による履修指導を提供す

ることで、学生の円滑な学修を支援する。また、父母懇談会や地域懇談会を通じて保護者と連携し、

学生指導を強化する。 

以上のように、本学部は体系的かつ段階的な教育を基盤とし、少人数授業を活用して多様な分野の

学びと実践を提供することで、グローバル社会で活躍する人材の養成を目指している。教育内容と教

育方法はとりわけ体系的かつ段階的に設計されている。 

以下＜参考＞に記載の競合校は、それぞれ独自の教育内容と方法を持ち、専門分野の知識と実践的

なスキルを備えた人材の育成を目指しているが、本学部本学科の教育内容と教育方法は、競合校と比

較しても充実した内容であり、十分な競争力を有していると判断できる。 

 

＜参考＞ 

青山学院大学 地球社会共生学部 地球社会共生学科 

社会科学の 4つの専門領域（コラボレーション、経済・ビジネス、メディア・空間情報、ソシオロジ

ー）を基盤とし、学生が自身の興味や目標に合わせて科目を選択できるオーダーメイド型のカリキュ

ラムを採用している。特に英語教育に力を入れており、1 年次にはネイティブ講師による週 6 回の授業

で英語の 4 技能を徹底的に修得させ、2 年次前期には留学先での授業に対応できるアカデミックスキル

を磨く授業を週 4回実施している。また、海外留学やフィールドワークを通じて、地球規模の視野と共

生マインドを育成することを目指している。  

 

芝浦工業大学 システム理工学部 環境システム学科 

建築、都市、環境をシステムとして統合的に捉え、制御・管理・創造・再生できる人材の育成を目

指している。講義と演習・実習を組み合わせたカリキュラムにより、理論と実践を繰り返し学ぶこと

で、実社会で通用する実践的な技術やプランニング、デザインの能力を向上させる教育を行っている。

また、英語での授業を多数用意し、国際的なコミュニケーション能力・表現能力の養成にも力を入れ

ている。 

 

法政大学 人間環境学部 人間環境学科 

自然環境と人間社会の相互関係を総合的に学ぶことを目的としている。環境問題を多角的に捉え、

解決策を提案できる人材の育成を目指し、自然科学・社会科学・人文科学の枠を超えた学際的なカリ

キュラムを提供している。フィールドワークや実習を重視し、現場での経験を通じて実践的なスキル

を身につける教育方法を採用している。 
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法政大学 文学部 地理学科 

自然環境や人文環境、地域社会の構造と変化を総合的に研究することを目的としている。フィール

ドワークや地図作成、GIS（地理情報システム）などの技術を活用し、地域の課題解決や環境保全に貢

献できる人材の育成を目指している。また、地理学の理論と実践を融合させた教育方法を取り入れて

いる。 

 

明治大学 国際日本学部 国際日本学科 

日本の文化、社会、歴史、政治、経済などを国際的な視点から総合的に学ぶことを目的としている。

日本と世界の相互理解を深め、グローバル社会で活躍できる人材の育成を目指し、多言語教育や留学

プログラム、国際交流活動を積極的に推進している。また、ディスカッションやプレゼンテーション

などのアクティブ・ラーニングを取り入れた教育方法を採用している。 

 

・入試（競合校との受験時期、入学手続時期との関係） 

本学では、一般入試（2 月）のほか、一般入試でははかりきれない能力や資質を評価する AO マルデ

ス入試（一般、帰国生、外国人、社会人）、現地選抜型外国人特別入試を行い､また、学校推薦型選抜

(指定校及び併設校)といった多数の入試チャネルを用意することでこれからの時代に対応しうる多様

な個性と新しい力を求めている。 

一方、本学における令和 7 年度一般選抜日程は、3 教科型学部個別入試（A 方式）を文学部では 2/12、

理工学部では 2/10に設定し、また、2教科型全学部統一入試（E方式）と 2教科型グローバル教育プロ

グラム統一入試（G 方式：文学部は英語英米文学科・国際文化学科のみ、理工学部は行っていない）を

2/3 に設定している。上記の競合校も同様に 2 月上旬を中心としたスケジュールで 2～3 日間の入試を

設定している。 

本学の一般入試は、文学部、理工学部とも受験可能回数は最大 2～3 回（一般、独自入試）と競合校

と比較してとりわけ多い設定ではないが、上記の競合校の日程とバッティングしている日程は 2/3（芝

浦工業大学システム理工学部前期日程）のみであり、また、芝浦工業大学は複数の試験日程・方式を

設定している。 

以上より、高校生の受験機会の確保に向けた配慮は十分行っており、受験機会の優位性は担保して

いると判断できる。 

また、本学の入学手続締切日は A 方式を 3/3（文学部）と 2/28（理工学部）、E 方式と G 方式を 2/27

に設定している。上記の競合 4 大学 5 学部は 2 月上旬の入試の場合、2/20～2/21 を入学手続締切日に

設定している大学が4校あることから、本学の入学手続締切日（2/27以降）は競合校と比較して遅い。

なお、本学の共通テスト利用入試の入学手続締切日は C 方式を 2/17 に設定しているほか、共通テスト

受験後にも出願できる多科目型のS方式(理工学部)やP方式は3/11を手続締切日としていることから、

国公立大学を含め複数大学を併願する高校生にとっての利便性は高く、学生確保に向けた優位性は高

いと判断できる。下表及び【資料 12】 
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＜本学文学部、理工学部及び競合校の入試日程、手続締切日＞ 

大学 学部 学科 
一般入試 共通テスト利用 

入試日 手続締切日 手続締切日 

成蹊 文 英語英米文 2/3 2/12       2/27 3/3   2/17 3/11 

成蹊 文 日本文 2/3 2/12       2/27 3/3   2/17 3/11 

成蹊 文 国際文化 2/3 2/12       2/27 3/3   2/17 3/11 

成蹊 文 現代社会 2/3 2/12       2/27 3/3   2/17 3/11 

成蹊 理工 理工 2/3 2/10       2/27 2/28   2/17 3/11 

明治 国際日本 国際日本 2/5 2/9       3/3 3/3   3/3   

青山学院 地球社会共生 地球社会共生 2/7 2/18       2/21 3/5   2/25   

法政 人間環境 人間環境 2/5 2/7       2/20 2/21   2/19 3/24 

法政 文 地理 2/5 2/8       2/20 2/21   2/19 3/24 

芝浦工業 システム理工 環境システム 2/1 2/2 2/3 2/4 2/21 2/20 2/20 3/7 2/20 3/7 

 

・学生納付金、奨学金制度などの修学支援の内容 

学費（初年度納付金）については、以下の表に示すとおり、本学部本学科（¥1,455,000）、青山学院

大学地球社会共生学部地球社会共生学科（¥1,670,000）、芝浦工業大学システム理工学部環境システム

学科（¥1,795,020）、法政大学文学部地理学科（¥1,335,500）、法政大学人間環境学部人間環境学科

（¥1,315,000）、明治大学国際日本学部国際日本学科（¥1,506,000）であり、近似的な金額設定となっ

ている。また、5大学 6学部の初年度納付金の平均は¥1,512,753となっており、本学部本学科はリーズ

ナブルな設定となっている。 

 

＜本学科及び競合校の学生納付金＞                        （大学名 50音順） 

大学 学部学科 入学金 
授業料、施設設備費、 

教育充実費等 

初年度 

納付金 

成蹊大学 国際共創学部国際共創学科 ¥200,000 ¥1,255,000 ¥1,455,000 

青山学院大学 地球社会共生学部地球社会共生学科 ¥200,000 \1,470,000 ¥1,670,000 

芝浦工業大学 システム理工学部環境システム学科 ¥280,000 ¥1,515,020 ¥1,795,020 

法政大学 文学部地理学科 ¥240,000 ¥1,095,000 ¥1,335,500 

法政大学 人間環境学部人間環境学科 ¥240,000 ¥1,075,000 ¥1,315,000 

明治大学 国際日本学部国際日本学科 ¥200,000 ¥1,306,000 ¥1,506,000 

出典：各大学ホームページ 

※本学は令和 8 年度予定、競合校は令和 6 年度入学生実績 

 

 修学支援制度、奨学制度について、競合校は設置の趣旨や理念に基づき、以下の内容で学生の学び

を支援している。 

青山学院大学は、学生の多様なニーズに応えるべく、学業成績や家庭の経済状況に基づく給付型及

び貸与型の奨学金制度を整備しており、優秀な成績を収めた学生や、経済的困難に直面する学生が、

平等に学びの機会を享受できるよう配慮されている。芝浦工業大学では、工学技術の発展と実践的な

研究活動を推進するため、技術革新を担う学生を対象とした奨学金制度を充実させている。学業のみ

ならず、研究や実務経験を重視した支援策が採用され、専門分野での実践力向上を図る体制が整えら

れている。法政大学は、幅広い学問領域において、学業成績に応じた奨学金や、社会貢献活動及び課
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外活動に対する奨励金を提供している。多様なバックグラウンドを有する学生が、それぞれの可能性

を追求できるよう、包括的な支援体制が敷かれている。明治大学は、伝統ある教育理念に基づき、学

業、スポーツ、芸術分野における卓越した実績を認める奨学金制度を有している。さらに、経済的支

援を必要とする学生に対しても、給付型及び貸与型の制度を通じ、学びの継続を後押しするための多

角的な支援策が講じられている。 

 一方、本学の修学支援制度、奨学制度については、全学共通の取組みとなる。奨学金制度について

は、各大学とも「高等教育の就学支援新制度（令和 6 年 9 月 30 日現在）」の対象大学となっているほ

か、成績優秀者向け、経済的困難者向け、新入生向け等、様々なメニューで学生を支援しているが、

本学でも、地方出身学生予約型の奨学金（成蹊大学吉祥寺ブリリアント奨学金）、S 方式（4 教科 6 科

目）合格者全員に 1 年次の年間授業料の半額相当を給付する奨学金（成蹊大学入学試験特別奨学金）、

在学する全学部 2～4 年次生の中で学業成績が優秀な学生に給付する奨学金（成蹊大学学業成績優秀者

奨励奨学金）、在学する全学部 1～4年次生の中で学業成績・人物ともに優秀であって学資の援助を必要

とする学生を支援する奨学金（成蹊大学給付奨学金）、その他給付型・貸与型を含めて本学部本学科を

目指す受験生に魅力的な本学独自の奨学金を用意している。 

以上より、学生納付金、奨学金制度などの修学支援の内容を鑑みても、本学は学生確保に向けた十

分な競争力を有していると判断できる。 

 

・就職支援の内容 

本学では、全学的な就職支援の機関として、成蹊大学キャリア支援センターを設けている【資料 13】。

同センターは、社会に貢献できる有為な人材を輩出するという大学の使命を達するため、全学的な見

地から、全学生に対してキャリア教育の推進を図るとともに、個々の学生の進路、就職等に関する支

援を行うことを目的としている。 

キャリア支援センターでは、特に学生が納得した進路へ進めるよう、個別相談によるキャリア支援

を伝統的に重視している。個別相談によるキャリア支援は、1 年次からの「低学年相談」と 3 年次から

の「就職相談」に分かれており、特に「就職相談」では 12 名の相談員を配置し、学生一人ひとりの目

標や特徴に合わせたアドバイスや企業紹介、エントリーシートの添削や模擬面接など、きめ細やかな

支援を行っている。 

また、企業、就職情報会社、他大学等の最新情報を収集・分析し、その年々の就職事情に即応した

以下のような支援講座を開講している。 

① 進路・就職ガイダンス 

② 筆記試験対策講座 

③ 模擬面接講座 

④ 業界研究セミナー 

⑤ その他支援行事（ES作成講座、ビジネスマナー講座、グループディスカッション対策講座、 

インターンシップ導入セミナー、公務員試験対策講座、公務員試験合格者報告会など） 

 

 以下、競合校の就職支援の内容についてもまとめる。 
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青山学院大学は、キャリアセンターを通じて学生の就職活動を支援している。企業説明会や OB・OG

との交流会を定期的に開催し、学生が業界研究や企業理解を深める機会を提供している。また、個別

相談やエントリーシートの添削、模擬面接など、きめ細やかなサポートを行っている。芝浦工業大学

は、理工系大学としての強みを活かし、専門性の高い就職支援を展開している。キャリアサポートセ

ンターでは、技術系企業との連携を強化し、インターンシップや共同研究の機会を提供している。さ

らに、学生の技術力や研究成果をアピールする場として、学内での企業合同説明会や技術発表会を開

催している。法政大学は、多様な学部と学生を持つ総合大学として、幅広い業界への就職支援を行っ

ている。キャリアセンターでは、業界別のセミナーや職種研究会を実施し、学生のキャリア選択をサ

ポートしている。また、卒業生ネットワークを活用した OB・OG 訪問の支援や、オンラインでの就職支

援ツールの提供など、時代に即したサポート体制を整えている。明治大学は、就職率の高さと多様な

業界への就職実績で知られているが、キャリア支援センターでは、年間を通じて企業説明会や就職ガ

イダンスを開催し、学生の就職活動をバックアップしている。特に、学生一人ひとりに対する個別相

談やカウンセリングに力を入れ、適性や希望に合わせた就職支援を行っている。 

以上、各大学とも、独自の強みや特色を活かした就職支援を行い、学生のキャリア形成を多角的に

サポートしているが、本学における就職支援の内容及び実績は、競合校と比較した場合でも十分に充

実した内容であり、本学の優位性を担保する一助となっている。 

 

・取得できる資格 

 令和 5年「日本語教育の適正かつ確実な実施を図るための日本語教育機関の認定等に関する法律（以

下「日本語教育機関認定法」という。）」が成立し、「日本語教師」は、「登録日本語教員」という新た

な国家資格となった。本学部本学科では、日本語学習者に適切な指導ができるように、日本語の仕組

みや歴史、日本語教授法などを学ぶための「日本語教員養成コース」を設置する。この日本語教員養

成コースは、日本語教育機関認定法に定める「登録日本語教員養成機関」及び「登録実践研修機関」

（科目名：日本語教育実習）の認定を受ける予定であり、両方が認定された場合には、この日本語教

員養成コースを修了し、学位を取得した上で、その後「応用試験」に合格することで「登録日本語教

員」の資格を得ることができる。 

 以下、各大学の Web サイトから抜粋した競合校で取得可能な資格を列記するが、「登録日本語教員」

を取得できる大学はないため、本学部本学科は一定の優位性があると判断できる（以下、資格名称は

各大学 Webサイト記載内容を引用）。 

明治大学国際日本学部国際日本学科 

中学校及び高等学校教諭一種免許状「英語」「社会」「地理歴史」「公民」、学芸員、社会教育主事 

青山学院大学地球社会共生学部地球社会共生学科 

司書、社会教育主事、学芸員、社会調査士 

法政大学人間環境学部人間環境学科 

中学校（社会）・高校（地歴・公民）教員免許、博物館学芸員、図書館司書、司書教論、社会教育主事 
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法政大学文学部地理学科 

測量士補、中学校教諭一種免許（社会）、高等学校教諭一種免許（地理歴史）（公民）、 

中学校教諭一種免許（理科）、高等学校教諭一種免許（理科）、図書館司書、学校図書館司書教諭、 

博物館学芸員、社会教育主事、地域調査士、GIS学術士 

芝浦工業大学システム理工学部環境システム学科 

建築士（一級、二級、木造）、環境計量士、プロフェッショナルエンジニア（PE）、建築設備士、 

JSCA建築構造士、CAPM 、インテリアプランナ－、インテリアコーディネーター、 

建築施工管理技士（1、2級）、福祉住環境コーディネーター（1、2、3級）、PMP、 

土木施工管理技士（1、2級）、電気工事施工管理技士（1、2級）、再開発プランナー、 

教員免許状（教職課程）、管工事施工管理技士（1、2級）、ビオトープ管理士（1、2級）、 

情報処理技術者試験（基本情報処理技術者、応用情報処理技術者、データベース・スペシャリスト、

エンベッデットシステムスペシャリスト、システム監査技術者）、造園施工管理技士（1、2級）、 

環境再生医（初級）、建設機械施工技士（1、2級）、環境マネジメントシステム審査員、 

土地区画整理士、環境測定分析士（1、2、3級）、宅地建物取引士、臭気判定士、公害防止管理者、 

作業環境測定士（第一種、第二種）、技術士、技術士補 

 

イ 競合校の入学志願動向等 

＜国際共創学部国際共創学科 競合校の志願動向＞              （大学名 50音順） 

大学 学部学科 
入試

年度 
入学定員 志願者数 合格者数 入学者数 

入学定員 

充足率 

収容定員 

充足率 

青山学院 

大学 

地球社会共生学部 

地球社会共生学科 

令和 6 190 1,611 436 221 1.16 

1.07 令和 5 190 1,140 383 211 1.11 

令和 4 非公表 

芝浦工業 

大学 

システム理工学部 

環境システム学科 

令和 6 90 1,165 244 99 1.10 

1.13 令和 5 90 1,434 350 65 0.72 

令和 4 90 1,185 566 122 1.36 

法政大学 
人間環境学部 

人間環境学科 

令和 6 343 5,418 903 295 0.86 

1.08 令和 5 343 4,942 1,136 365 1.06 

令和 4 343 5,207 1,046 341 0.99 

法政大学 
文学部 

地理学科 

令和 6 101 1,093 306 106 1.05 

1.08 令和 5 101 978 299 104 1.03 

令和 4 101 904 287 103 1.02 

明治大学 
国際日本学部 

国際日本学科 

令和 6 400 非公表 409 1.02 

1.12 令和 5 400 6,949 2,028 392 0.98 

令和 4 400 7,560 2,147 427 1.07 
※出典：各大学 Web サイト 

※収容定員充足率は令和 6年 5 月 1 日現在 

 

上記の表【資料 14】のとおり、令和 4 年度から令和 6 年度の競合 4 大学 5 学部の入学志願動向を調

査した結果、いずれの大学とも 3 年間を通じて志願者数が入学定員を大きく上回る状況であった。一

方、競合校の過去 3年間の入学定員充足率を確認すると、芝浦工業大学システム理工学部環境システム

学科では、令和 5 年度の充足率が 0.72、明治大学国際日本学部国際日本学科は令和 5 年度に 0.98 の充

足率を示し、法政大学人間環境学部人間環境学科では令和 4 年度に 0.99、令和 6 年度には 0.86 となっ

ている。これらの大学においては、いずれの年度でも志願者数が定員を大きく上回る状況が続いてい
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るが、一部の年度で入学定員に満たない結果となった背景としては、歩留まり予測の誤りが主な要因

であると推察される。なお、競合 4大学 5学部の収容定員充足率（令和 6年 5月１日現在）はいずれも

1.0 を上回っている。以上より、本学科においては、教育の特色や魅力を効果的に広報し、競合校の動

向や既存学部の志願状況及び定員充足状況を踏まえた戦略的な施策を講じることで、志願者数や定員

充足率の向上を図り、入学定員 150 名及び収容定員 600 名の確保が十分に実現可能であると判断でき

る。 

 

ウ 新設組織において定員を充足できる根拠等（競合校定員未充足の場合のみ） 

競合校（学部・学科）には入学定員未充足の年度が散見されるが、いずれも志願者数は入学定員数

を大きく上回っており、入学定員に満たない結果となった背景としては、歩留まり予測の誤りが主な

要因であると推察される。なお、競合校の収容定員充足率（令和 6年 5月１日現在）はいずれも 1.0を

上回っている。以上より、本学においては、入学定員、収容定員の確保が十分に可能であると判断で

きる。 

 

エ 学生納付金等の金額設定の理由 

本学部本学科の学費（初年度納入額）については、「（３）学生確保の見通し＞ ②競合校の状況分

析＞ ア 競合校の選定理由と新設及び定員を増加する組織との比較分析・優位性＞ 競合校との比較

分析＞ ・学生納付金、奨学金制度などの修学支援の内容」に示すとおり、￥1,455,000 としている。

競合校では、青山学院大学地球社会共生学部地球社会共生学科（¥1,670,000）、芝浦工業大学システ

ム理工学部環境システム学科（¥1,795,020）、法政大学文学部地理学科（¥1,335,500）、法政大学人

間環境学部人間環境学科（¥1,315,000）、明治大学国際日本学部国際日本学科（¥1,506,000）となっ

ており、近似的な金額設定となっている。学生納付金については、本学の優位性を担保し競争性を

有すること、本学科の目的を達成するために必要な人件費や教育研究及び管理運営に係る経費等を

維持しつつ、収支バランスを考慮すること、また、競合校の納付金額と同等で適切な範囲であるこ

とを踏まえて設定した。本学が提供する教育内容及び学修環境等を勘案した場合、妥当な金額とし

て社会から理解を得られると判断できる。 

 

③先行事例分析 

既設組織の廃止を伴う新設組織の設置及び収容定員の増加に該当しないため、記載事項なし。 

 

④学生確保に関するアンケート調査 

本学部本学科（新設）における学生確保の見通しを測定するために、高校生を対象に、学部・学科

の特色に対する魅力度や入学意向などの調査を行った。なお、本調査は、経済学部現代経済学科及び

経営学部総合経営学科の収容定員増（認可申請）に係る調査も兼ねて実施した。 

調査方法や調査結果については、以下に詳しく述べる。 

 

調査方法 

令和 6 年 8 月から 12 月にかけて質問紙調査と Web アンケート調査を並行して実施した。送付先の高
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校は、「高大連携校」「推薦指定校」「令和 2～4年度の既設学部の受験者・入学者の出身校」のうち、事

前に郵送した依頼書による協力の可否、実施可能数の確認において、協力を得ることができた 185校と

した。なお、当該 185 校のうち 134 校（72.4％）は首都圏（1 都 3 県）所在であり、「（2）人材需要の

社会的な動向等 ③新設組織の主な学生募集地域」の記載事項と合致する。【資料 15 成蹊大学 国際共

創学部国際共創学科(仮称)設置構想 経済学部現代経済学科入学定員増構想 経営学部総合経営学科入

学定員増構想についての高校生アンケート調査報告書】（以下【資料 15】） 

各高校からの回答（実施可能数）及び要望にもとづき、調査票【資料 15（学生確保 資料 41ページ

～）】又は Web 回答【資料 15（学生確保 資料 43 ページ～）】用 URL、QR コードを郵送した。なお、高

校への発送の手続き及び集計・分析業務は調査会社（㈱高等教育総合研究所）に委託した（一部、本

学から直接郵送した高校及びオープンキャンパス実施時に回収したものも含まれる）。 

調査は、本学の基本情報と設置構想中である旨を付記した本学部本学科（国際日本学専攻／環境サ

ステナビリティ学専攻）の基本情報、及び入学定員増を構想中である旨を付記した経済学部現代経済

学科、経営学部総合経営学科の基本情報等、アンケートに回答するにあたって必要な情報をリーフレ

ット【資料 15（学生確保 資料 48ページ～）】で明示した上で調査対象者の属性、学部・学科の特色に

対する魅力度、受験・入学意向などについてマークシート形式での回答を依頼した。 

なお、対象者は学科の開設予定年度である令和 8年度に受験対象者となる、調査実施時の高校 2年生

である。 

調査終了時に 185校から合計 26,943人の有効回答があり、回答者の性別は、「男性」40.9％（11,009

人）、「女性」52.2％（14,072 人）、「答えたくない」2.4％（648 人）、「無回答」4.5％（1,214 人）とな

っていた。最終的には、本学と関係が深い高校や本学への進学実績がある高校を中心に大規模かつ有

意な調査が実施できた【資料 15（学生確保 資料 28ページ～）】。 

有効回答者の現在の居住地は、本学の所在地である東京都が 33.9％（9,140人）で最も多かった。ま

た、千葉県 16.8％（4,531人）、神奈川県 15.6％（4,191人）、埼玉県 13.4％（3,610人）の順で回答者

の割合が多かった。首都圏（1 都 3 県）在住者の合計は、全体の 79.7％（21,472 人）を占め、本学入

学者の出身高校所在地の傾向と合致しており、適切な地域で実施できたと考える。 

 また、有効回答者の在籍高校の所在地と「調査票 問 6 興味のある学科」【資料 15（学生確保 資料

42 ページ）】をクロス集計すると、本学部本学科国際日本学専攻に興味のある生徒は 78.7％が首都圏

（1都 3県）の高校在籍者であり、同様に本学部本学科環境サステナビリティ学専攻は 78.7％が首都圏

（1 都 3県）の高校在籍者であった。当該結果は「（２）人材需要等の社会的な動向等 ③新設組織の主

な学生募集地域」で示した地域（首都圏 1都 3県所在）と近似していることからも、適切な地域で実施

できたと判断できる。 

 

希望する進路及び興味のある学問分野 

回答者の希望する卒業後の進路は、「大学」が最も多く 91.7％（24,716 人）であった。次いで、「専

門学校」10.9%（2,937 人）、「短期大学」3.5％（955 人）、「専門職大学」2.8％（763 人）の順であった。 

希望する進学先に「大学」、「短期大学」、「専門職大学」、「専門職短期大学」のいずれかを選択した

者のうち、「私立」への進学を希望している割合が 79.2％（21,330人）で最も高く、次いで「国立」が

24.3％（6,556 人）、「公立」が 19.7％（5,320 人）の順で高い。これらのことから、本学が該当する
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「大学」及び「私立」への進路希望が最も多いことが確認できた。 

また、私立大学進学希望者の興味のある学問分野（複数回答）は「経済学・経営学」が最も多く

28.0％（7,542人）、次いで「文学」17.4％（4,698人）、「法学・政治学」が 12.5％（3,366人）、「国際

関係学」11.1％（2,997人）、「社会学」10.9％（2,941人）、「教育」9.6％（2,577 人）、の順で高い。 

 

国際共創学部国際共創学科国際日本学専攻への受験意向及び入学意向 

ここからは、下記の①～④の条件すべてに合致する回答者を、本学部本学科国際日本学専攻のター

ゲット層と定義して分析を行う。国際日本学専攻のターゲット層は、3,506人（回答者全体：26,943有

効回答数の 13.0％）であった。 

 

①卒業後の進路として「大学」を希望 

②進学を希望する場合の大学等の設置者として「私立」を希望 

③興味のある学問分野で本学部本学科国際日本学専攻の学びと関連する学問分野に興味あり（「国際関

係学」、「人文科学系（「文学」「史学」「哲学」「人文科学その他」）、「理学」「データサイエンス」の

いずれか一つ以上に興味あり） 

④最も興味のある学科として「国際共創学部国際共創学科国際日本学専攻」を選択 

ターゲット層の受験意向と入学意向をクロス集計した結果は、以下の【表ａ】のとおりである。 

【表ａ】国際共創学部 国際共創学科 国際日本学専攻［入学定員 75人］ 

ターゲット層における受験意向及び入学意向 

進路 学校種 学問分野 学部 受験意向 入学意向 

大学 24,716 私立 20,924 国際関係

学、人文

科学系、

理学系、

データサ

イエンス 

9,401 国際共創学

部 国際共

創学科 国

際日本学専

攻（学部・

学科・専攻

名 称 は 仮

称） 

3,506 第一志望と

して受験す

る 

142 入学する 114 

志望順位が上位の他

の志望校が不合格の

場合に入学する 

17 

第二志望と

して受験す

る 

184 入学する 47 

志望順位が上位の他

の志望校が不合格の

場合に入学する 

129 

第三志望以

降として受

験する 

598 入学する 44 

志望順位が上位の他

の志望校が不合格の

場合に入学する 

512 
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【表ａ】で示したとおり、「第一志望として受験する」かつ「入学する」と回答した者は 114 人であ

り、入学定員 75名を担保している。さらに、「第二志望として受験する」かつ「入学する」と回答した

者は 47人、「第三志望以降として受験する」かつ「入学する」と回答した者は 44人、「入学する」との

回答者数は合計で 205人であった。また、第二志望又は第三志望で受験し「志望順位が上位の他の志望

校が不合格の場合に入学する」と回答した計 641人を加えると、入学を具体的に検討している者は合計

で 846 人（第一志望として受験、志望順位が上位の他の志望校が不合格の場合に入学の 17 人を除く）

おり、これは入学定員の 11.3 倍である。当該結果は、定員充足の客観的な根拠となる調査結果である

と考える。 

 

本学入学者の実態から見る国際共創学部 国際共創学科 国際日本学専攻の入学意向 

より実態に近い学生確保の見通しを立てるため、本学の入学者の実態（過年度入学者の本学志望順

位割合）を踏まえた分析も行った。 

本学では、毎年１年次生を対象にアンケート調査を実施している。本調査において、「入学前、あな

たの成蹊大学の志望順位についてお答えください」という設問を設けて、本学に対する志望順位を尋

ねている。本学部本学科国際日本学専攻の教学内容と親和性の高い文学部（英語英米文学科、日本文

学科、国際文化学科、現代社会学科）及び理工学部理工学科（データ数理専攻、コンピュータ科学専

攻、応用化学専攻）合計の令和 4 年度～令和 6 年度までの 3 ヵ年度における、本学在学生の志望順位

は、以下の【表ｂ】のとおりである。 

 

【表ｂ】令和 4～令和 6年度 

文学部（英語英米文学科、日本文学科、国際文化学科、現代社会学科）及び理工学部理工学科（データ数理

専攻、コンピュータ科学専攻、応用化学専攻）1 年次生の成蹊大学に対する入学前の志望順位集計 

      第一志望 第二志望 第三志望 計 

文学部 4 学科 

理工学部 3 専攻 

計 

令和 4 年度 
人数 295 161 246 703 

割合 42.03% 22.92% 35.05% 100% 

令和 5 年度 
人数 276 113 228 616 

割合 44.73% 18.28% 36.99% 100% 

令和 6 年度 
人数 246 119 233 598 

割合 41.18% 19.87% 38.95% 100% 

計 人数 817 393 707 1917 

平均 割合 42.63% 20.48% 36.89% 100% 

 

本学の入学者の実態を見ると【表ｂ】のとおり、過去 3 年間における志望順位（平均）は、「第一志

望」としていた学生が 42.63％、「第二志望」としていた学生が 20.48％、「第三志望以降」としていた

学生が 36.89％であり、「第一志望」以外で入学している学生が 57.37%と過半数を超えている。「第二志

望」、「第三志望以降」の学生においては、入学を決めた際、より上位に志望していた大学が不合格で

あった、つまり、高校生へのアンケートにおける「他の志望校が不合格の場合に入学する」に該当す

る者が多いと考えるのが妥当である。そのため、本学の入学者の実態を踏まえると、「入学する」の回

答者のみならず、「他の志望校が不合格の場合に入学する」の回答者についても、その一部を算入して

入学者数を見込むことは、一定の合理性があると考える。よって、高校生アンケートによる「第一志

望で受験し合格した場合、入学する」と回答した 114人を上回る入学者数を確保することが可能である



－学生確保（本文）－24－ 

ことから定員を満たす学生確保は十分可能であると判断できる。 

なお、以上の結果より、第一志望入学者が 114 人、また、当該人数が 42.63％であると仮定した場合、

全体の入学者数は 267人となり、第二志望以降での入学者が 153人確保可能となる。高校生アンケート

調査で、第二志望以下による入学希望者は計 641人となっており、分析結果の 153人を上回っているた

め、妥当な結果であると判断できる。 

国際共創学部国際共創学科環境サステナビリティ学専攻への受験意向及び入学意向 

ここからは、下記の①～④の条件すべてに合致する回答者を、本学部本学科環境サステナビリティ

学専攻のターゲット層と定義して分析を行う。環境サステナビリティ学専攻のターゲット層は、1,447

人（回答者全体：26,943有効回答数の 5.4％）であった。 

①卒業後の進路として「大学」を希望

②進学を希望する場合の大学等の設置者として「私立」を希望

③興味のある学問分野で本学部本学科サステナビリティ学専攻の学びと関連する学問分野に興味あり

（「国際関係学」「文学」「史学」「哲学」「人文科学その他」「理学」「データサイエンス」のいずれか

一つ以上に興味あり）

④最も興味のある学科として「国際共創学部国際共創学科環境サステナビリティ学専攻」を選択

ターゲット層の受験意向と入学意向をクロス集計した結果は、以下の【表ｃ】のとおりである。

【表ｃ】国際共創学部 国際共創学科 環境サステナビリティ学専攻［入学定員 75人］ 

ターゲット層における受験意向及び入学意向

国際共創学部 国際共創学科 環境サステナビリティ学専攻［入学定員 75 人］ 

進路 学校種 学問分野 学部 受験意向 入学意向 

大学 24,716 私立 20,924 環境学、人

文科学系、

理学系、デ

ータサイエ

ンス

7,960 国際共創学

部 国際共

創学科 環

境サステナ

ビリティ学

専 攻 （ 学

部・学科・

専攻名称は

仮称） 

1,447 第一志望と

して受験す

る 

37 入学する 30 

志望順位が上位の他

の志望校が不合格の

場合に入学する 

6 

第二志望と

して受験す

る 

69 入学する 15 

志望順位が上位の他

の志望校が不合格の

場合に入学する 

50 

第三志望と

して受験す

る 

223 入学する 16 

志望順位が上位の他

の志望校が不合格の

場合に入学する 

193 
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【表ｃ】で示したとおり、ターゲット層のうち「第一志望として受験する」かつ「入学する」と回

答した者は 30 人である。一方、「第二志望として受験する」かつ「入学する」と回答した者は 15 人、

「第三志望以降として受験する」かつ「入学する」と回答した者は 16人、「入学する」との回答者数は

合計で 61人であった。また、「志望順位が上位の他の志望校が不合格の場合に入学する」と回答した計

243 人（第一志望として受験、志望順位が上位の他の志望校が不合格の場合に入学の 6 人を含まない）

を加えると、入学を具体的に検討している者は合計で 304人おり、これは入学定員の 4.1倍である。 

 

本学入学者の実態から見る国際共創学部 国際共創学科 環境サステナビリティ学専攻の入学意向 

より実態に近い学生確保の見通しを立てるため、本学の入学者の実態（過年度入学者の本学志望順

位割合）を踏まえた分析も行った。 

本学では、毎年１年次生を対象にアンケート調査を実施している。本調査において、「入学前、あな

たの成蹊大学の志望順位についてお答えください」という設問を設けて、本学に対する志望順位を尋

ねている。本学部本学科環境サステナビリティ学専攻の教学内容と親和性の高い文学部（英語英米文

学科、日本文学科、国際文化学科、現代社会学科）及び理工学部理工学科（データ数理専攻、コンピ

ュータ科学専攻、応用化学専攻）合計の令和 4年度～令和 6年度までの 3ヵ年度における、本学在学生

の入学前の志望順位は以下の【表ｂ】のとおりである。 

 

【表ｂ】令和 4～令和 6年度 

文学部（英語英米文学科、日本文学科、国際文化学科、現代社会学科）及び理工学部理工学科（デー

タ数理専攻、コンピュータ科学専攻、応用化学専攻）1年次生の成蹊大学に対する入学前の志望順位集

計 

      第一志望 第二志望 第三志望 計 

文学部 4 学科 

理工学部 3 専攻 

計 

令和 4 年度 
人数 295 161 246 703 

割合 42.03% 22.92% 35.05% 100% 

令和 5 年度 
人数 276 113 228 616 

割合 44.73% 18.28% 36.99% 100% 

令和 6 年度 
人数 246 119 233 598 

割合 41.18% 19.87% 38.95% 100% 

計 人数 817 393 707 1917 

平均 割合 42.63% 20.48% 36.89% 100% 

 

本学の入学者の実態を見ると【表ｂ】のとおり、過去 3 ヵ年度における志望順位（平均）は、「第一

志望」としていた学生が 42.63％、「第二志望」としていた学生が 20.48％、「第三志望以降」としてい

た学生が 36.89％であり、「第一志望」以外で入学している学生が 57.37%と過半数を超えている。「第二

志望」、「第三志望以降」の学生においては、入学を決めた際、より上位に志望していた大学が不合格

であった、つまり、高校生へのアンケートにおける「他の志望校が不合格の場合に入学する」に該当

する者が多いと考えるのが妥当である。そのため、本学の入学者の実態を踏まえると、「入学する」の

回答者のみならず、「他の志望校が不合格の場合に入学する」の回答者についても、その一部を算入し

て入学者数を見込むことは、一定の合理性があると考える。 
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よって、【表ｃ】に示したターゲット層の受験意向と入学意向をクロス集計した結果及び【表ｂ】に

示した本学 1 年次生の本学に対する志望順位集計結果を踏まえて、本学部本学科環境サステナビリティ

学専攻における学生確保の見通しを分析した。 

【表ｃ】で示したとおり、高校卒業後の希望進路として「大学」かつ志望する大学の設置者として

「私立」かつ興味のある学問分野として「国際関係学」「文学」「史学」「哲学」「人文科学その他」「理

学」「データサイエンス」のいずれか一つを選択し、その上で本学部本学科環境サステナビリティ学専攻

を「第一志望として受験し、かつ合格した場合、入学したい」と回答した 30 人は確実に入学が見込め

る層と判断できる。 

また、本学に対する志望順位集計結果【表ｂ】では、42.63％の学生が第一志望で入学している。よ

ってこれらのデータを踏まえると、 

 30人÷42.63％＝計 70人（端数切捨）の入学見込者数が確保できる計算となる。 

 なお、第二志望、第三志望で入学した学生比率の実績から以下の入学者数が見込まれる。 

■ 70人×20.48％（第二志望入学率）＝14人の第二志望入学者（端数切捨） 

■ 70人×36.89％（第三志望入学率）＝26人の第三志望入学者（端数切捨） 

高校生アンケート調査で、第二志望以下による入学希望者は50人、第三志望による入学希望者は163

人（いずれも志望順位が上位の他の志望校が不合格の場合に入学）となっている。当該人数は分析結

果の人数である計 40人（第二志望入学：14人、第三志望入学：26人）を上回っているため、妥当な結

果であると判断できる。 

 

歩留率からみる国際共創学部 国際共創学科 環境サステナビリティ学専攻 学生確保の見通し 

 【表ｃ】で示したとおり、高校卒業後の希望進路として「大学」かつ志望する大学の設置者として

「私立」かつ興味のある学問分野として「国際関係学」「文学」「史学」「哲学」「人文科学その他」「理

学」「データサイエンス」のいずれか一つを選択し、その上で本学部本学科環境サステナビリティ学専攻

を「第一志望として受験し、かつ合格した場合、入学したい」としているのは 30 人であり、本学部本

学科環境サステナビリティ学専攻への志願及び合格した場合の確実な入学が見込める層と判断できる。 

一方、第二志望又は第三志望での受験意向を示した回答者については、本学入試における令和 4年度

から令和 6年度までの歩留率を用いて試算を行った。   

本学部本学科環境サステナビリティ学専攻の教学内容と親和性の高い文学部及び理工学部を対象と

して令和 4から令和 6年度入試の歩留率を集計したところ、平均 30.5％であった【表ｄ】。 

【表ｄ】令和 4～令和 6年度 本学入試における（文学部、理工学部）の歩留率 

＜入試結果集計＞     

  令和 4 年度入試 令和 5 年度入試 令和 6 年度入試 平  均 

合
計 

募集人数 840 人  840 人  840 人  840 人  

実人数 

志願者数 7527 人  6944 人  8219 人  7563 人  

受験者数 7287 人  6531 人  7828 人  7215 人  

合格者数 3112 人  2600 人  2825 人  2846 人  

うち追加合格者数 365 人  205 人  204 人  258 人  

辞退者数 2165 人  1777 人  1995 人  1979 人  

入学者数 947 人  823 人  830 人  867 人  
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＜入学定員と歩留率＞     
 令和 4 年度入試 令和 5 年度入試 令和 6 年度入試 平  均 

入学定員 840 人 840 人 840 人 840 人  

歩留率（入学者数÷合格者数） 30.4% 31.7% 29.4% 30.5% 

 

 高校生アンケート調査の結果では、ターゲット層のうち、第二志望で受験し、合格した場合入学す

る、あるいは志望順位が上位の他の志望校が不合格の場合入学すると回答した対象者が計 65 人、第三

志望以降で受験し合格した場合入学する、あるいは志望順位が上位の他の志望校が不合格の場合入学

すると回答した対象（受験意向）者が 209人で計 274人であった。 

 【表ｄ】令和 4～令和 6 年度 本学入試における（文学部、理工学部）の入学者数（平均）は、合格

者数 2,846人、入学者数は 867人で、歩留率は 30.5％であった。また、【表 b】による令和 4～令和 6年

度の文学部（英語英米文学科、日本文学科、国際文化学科、現代社会学科）及び理工学部理工学科

（データ数理専攻、コンピュータ科学専攻、応用化学専攻）の 1年次生を対象とした本学入学前の志望

順位集計によると、本学入学者の第一志望率は 42.63％であった。これをもとに計算すると、入学者

867 人のうち、第一志望での入学者は 867人 × 42.63％ ＝ 369人 となる。したがって、残りの 498

人 は第二志望以下で入学したと考えられる。また、第一志望での入学率は 100％であるため、第一志

望の合格者数も 369 人 となる。これにより、第二志望以下での合格者数は 2,846 人 － 369 人 ＝ 

2,477人 となる。以上より、第二志望以下での歩留率は 498人 ÷ 2,477人 ＝ 20.1％ と推定できる。 

同274人の受験意向者が本学過去3年間と同じ割合で入学が見込めると仮定した場合、274人 x 20.1% 

= 55 人（端数切捨）となる。これに高校生アンケート調査結果で「第一志望として受験」かつ「入学

する」とした 30人を追加すると、合計 85人の入学者が見込まれる結果となった。 

以上、本学の入学者の実態（過年度入学者の本学志望順位割合）を踏まえた分析によると入学見込

者数は 70人となるが、本学既設の近接学部の歩留率を用いた分析によると 85人の入学見込者数が確保

できる計算となり、入学定員 75 人を上回っていることから本学部本学科環境サステナビリティ学専攻

の入学定員（75人）は充足可能と考える。 

 

⑤人材需要に関するアンケート調査等 

企業や関係機関等（機関）への採用意向調査 

本学部本学科国際日本学専攻及び環境サステナビリティ学専攻における人材需要の見通しを測定す

るために、企業・団体等の事業所を対象に、学部・学科の特色に対する魅力度や採用意向などの調査

を行った。 

なお、本調査は、経済学部現代経済学科及び経営学部総合経営学科の収容定員増（認可申請）に係

る調査も兼ねて実施した。 

調査方法や調査結果については、以下に詳しく述べる。 

 

調査方法 

令和 6 年 11 月から 12 月にかけて、3,684 の企業・団体等事業所を対象に郵送による質問紙調査（記

名は任意）を実施した。送付先の事業所は、過去 5年間に本学の学生の採用実績がある事業所を選出し

た。なお、各事業所への発送手続き及び集計・分析業務は、調査会社（株式会社高等教育総合研究所）
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に委託した。 

調査は、本学の基本情報と設置構想中である旨を付記した本学部本学科（国際日本学専攻／環境サ

ステナビリティ学専攻）及び入学定員増を構想中である経済学部現代経済学科、経営学部総合経営学

科の基本情報についてまとめたリーフレット【資料 16】成蹊大学 国際共創学部国際共創学科(仮称)設

置構想 経済学部現代経済学科入学定員増構想 経営学部総合経営学科入学定員増構想についての人材

需要アンケート調査報告書（以下【資料 16】という。）学生確保 資料 97ページ以降を読んでもらい、

内容を踏まえた上で、調査対象機関の属性（規模や業種など）、学部・学科の特色に対する魅力度、各

学科・専攻別の卒業生に対する採用意向などについて、マークシート形式又は Webにより回答してもら

った【資料 16（学生確保 資料 80ページ～）】。 

 

回答結果概要 

その結果、614事業所から回答が得られた（回収率は 16.7％）【資料 16（学生確保 資料 63ページ）】。

回答事業所の本部所在地は、本学が所在する東京都が 66.9％（411 事業所）、東京都を除く首都圏 3 県

（千葉県、埼玉県、神奈川県）が 14.4％（88事業所）であった。 

回答のあった事業所の業種は、「IT 関連業」が 19.4%（119 事業所）で最も多かった。次いで、「卸売

業、小売業」16.3％（100 事業所）、「製造業」11.7％（72 事業所）、「金融業（銀行・信託・証券・貸

金）」7.8％（48事業所）の順で割合が高かった。 

回答事業所の従業員・職員数は「300名以上 1,000名未満」が最も多く、全体の 32.2%（198事業所）

を占める。次いで「100 名以上 300 名未満」が 19.5%（120 事業所）、「1,000～2,000 名未満」が 16.0％

（98事業所）で、100名以上の比較的規模の大きい事業所が 9割弱（87.7％）を占める。 

また、新卒採用の際に求める能力・資質（3 つまで選択）では、「コミュニケーション能力」78.8％

（484 事業所）、「主体性」44.0％（270 事業所）、「意欲」35.5％（218 事業所）、「誠実さ」31.1％（191

事業所）の順で割合が高かった（分母は回答した 614事業所）。 

 

学部・学科の特色に対する魅力度 

今回の調査では、本学部本学科国際日本学専攻及び環境サステナビリティ学専攻、経済学部現代経

済学科、経営学部総合経営学科の養成する人材の社会的ニーズについて、「ニーズは高い」から「ニー

ズはない」の 4件法で尋ねた。 

その結果、本学部本学科国際日本学専攻は「ニーズは高い」と「ある程度ニーズは高い」を合わせ

た肯定的な回答の割合が 80.9％（497 事業所）、同様に環境サステナビリティ学専攻では 81.1％（498

事業所）と 8割を超える結果となった。 

これらのことから、本学部本学科国際日本学専攻及び環境サステナビリティ学専攻が育成していく

予定の学生に対する企業等からの期待は非常に高いといえる。 

 

卒業生の採用意向について 

調査では、本学部本学科国際日本学専攻及び環境サステナビリティ学専攻、経済学部現代経済学科、

経営学部総合経営学科の卒業生を「採用したいと思うか」どうかも尋ねた。 

その結果、国際日本学専攻については、614 事業所中 366 事業所（59.6％）が卒業生を「採用したい」
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と回答した。さらに、卒業生を採用したいと答えた事業所には、単年度で採用可能な人数も尋ねた。

その結果、少なく見積もっても 655 人の採用意向があることが判明した。これは、入学定員である 75

人を大きく上回る数字で、国際日本学専攻の卒業生に対する人材需要は十分にあると考える。 

同様に、環境サステナビリティ学専攻については、614 事業所中 367 事業所（59.8％）が卒業生を

「採用したい」と回答した。さらに、卒業生を採用したいと答えた事業所には、単年度で採用可能な

人数も尋ねた。その結果、少なく見積もっても 639人の採用意向があることが判明した。これは、入学

定員である 75 人を大きく上回る数字で、環境サステナビリティ学専攻の卒業生に対する人材需要は十

分にあると考える。 

 

（４）新設組織の定員設定の理由 

過去の本学の入学実績、本学の所在地である東京都を含む入学者数の多い首都圏（１都 3県）の人口

の動向、競合校の状況、さらには、東京都を中心に所在する高等学校に在籍している高校生に対する

進学需要調査、東京都を中心に所在する企業等及び本学への卒業生の採用実績がある企業等に対する

採用意向調査の結果等を総合的に勘案するとともに、本学の教育研究実施組織、教育課程、施設設備

及び学部運営に係る財務的な視点等を勘案したうえで、教育の質の保証の観点から、充実した教育研

究体制の確保が可能となるよう配慮して、以下のとおり、定員を設定することとした。 

・国際共創学部国際共創学科（新設組織：150名） 

なお、令和 8年 4月に予定している新設及び収容定員の増加に併せて、文学部及び法学部では入学定

員の減少を予定しており、減少分（30名）については国際共創学部に振り替える。 

・文学部英語英米文学科（現行の入学定員 121名から 106名に減少） 

・文学部国際文化学科（現行の入学定員 110名から 105名に減少） 

・法学部法律学科（現行の入学定員 280名から 274名に減少） 

・法学部政治学科（現行の入学定員 160名から 156名に減少）  

 

 







https://www.mri.co.jp/knowledge/insight/policy/hd2tof0000005dqh-att/er20230913.pdf






https://www.seikei.ac.jp/gakuen/upload/20230328_1_university.pdf


https://www.seikei.ac.jp/gakuen/esd/esd_seikei.html






https://www.mext.go.jp/kaigisiryo/content/000259054.pdf






























https://www.aoyama.ac.jp/wp-content/uploads/2024/04/ad_exam2025_p171_p176_20240426_h6Ki7.pdf
https://www.aoyama.ac.jp/wp-content/uploads/2024/04/ad_exam2025_p177_20240426_pT9b5.pdf
https://www.aoyama.ac.jp/wp-content/uploads/2023/04/ad_exam2024_p170_p175_20230426_Ay57t.pdf
https://www.aoyama.ac.jp/wp-content/uploads/2023/04/ad_exam2024_p176_20230426_Mmw7P.pdf
https://www.shibaura-it.ac.jp/about/student_number.html
https://admissions.shibaura-it.ac.jp/admission/exam_special/exam_sp_past_results.html
https://www.shibaura-it.ac.jp/assets/2023daigakukisodeta.pdf
https://www.shibaura-it.ac.jp/assets/2023daigakukisodeta.pdf
https://www.hosei.ac.jp/application/files/3517/1513/4814/2-b-1-4_3.pdf
https://www.hosei.ac.jp/application/files/4117/3034/7833/2-b-1-1_1.pdf
https://www.meiji.ac.jp/koho/disclosure/student/6t5h7p00000157xn-att/59_2024.pdf
https://www.meiji.ac.jp/chousaka/mkmht000001gw7ql-att/a1716880633408.pdf
https://www.meiji.ac.jp/koho/about/hyouka/self/2022/mkmht000000zg7sk-att/2022data.pdf
https://www.aoyama.ac.jp/wp-content/uploads/2024/06/pp_info-undergraduate_01_2024.pdf
https://www.shibaura-it.ac.jp/about/student_number.html
https://www.hosei.ac.jp/application/files/7617/3034/7834/2-b-2-1_1.pdf
https://www.meiji.ac.jp/koho/disclosure/student/6t5h7p00000157xn-att/59_2024.pdf
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